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理事会セッション 

福島復興に向けた「風評被害」への対応 

Recovery of Fukushima and Issue of ‘Harmful Rumors’ 

福島復興に向けた総合討論と質疑応答 
General Discussion 

 

＊司会：寿楽 浩太 1、上坂 充 2、土田 昭司 3、下 道國 4、神里 達博 5 
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 「風評被害」はそもそも、第五福竜丸事件に端を発し、原子力船「むつ」の放射線漏れ事故で広く人口

に膾炙するようになった経緯があり、原子力利用と切っても切れない関係にある（関谷 2011）。これまで、

情報公開の徹底、対策基金の設置、知識の普及啓発などがこの問題への「対策」として取り組まれてきた

が、問題の本質はいわゆる信用問題であり、代替選択肢がある中で人びとがネガティブなイメージが付与

された商品を回避することは根本的に避けがたく、市場経済における正常な経済行動に過ぎないとも言え

る面があるため、対処は困難に直面したまま今日に至っている。また、消費者･市民の意向を忖度して過度

な対応をとる流通業者や行政があることも問題を複雑にしている。 

 他方で、この問題が様々な地域産品の生産者や地域経済に深刻な負の影響を与えることは紛れもない事

実だ。とりわけ、東京電力福島第一原子力発電所事故に関係して、特にこの問題が福島県を中心とする関

係地域の復興に大きな影響を及ぼしていることは重大なことと受け止めざるを得ず、喫緊の対処が求めら

れている。今後も、トリチウム水に関する対処をはじめとする廃炉作業の進展（例：デブリ取り出し、等）、

あるいは除染関係の対処の進展（例：極軽度汚染土の限定再利用、等）において、この問題が改めて顕在

化する可能性がある。 

 本セッションでは、こうした状況を踏まえ、従来取られてきた対処を超える、建設的で、かつ社会的に

も健全で適切な解決方策を探ることをめざす。昨今では、消費者のニーズは多様化し、むしろ、災害や事

故の被災地域の復興に協力するために当該地域の産品を積極的に購入したいという消費者も少なくない。

このことを活かし、産直通販や直販イベント、小売店との協力、ふるさと納税の返礼品への採用などでそ

うした販路を開拓するなどの具体的な取り組みも見られる。本セッションでは、リスクコミュニケーショ

ンの実践と理論の両面に通暁する社会心理学の専門家、BSE 問題などの食とリスクの問題に関する第一人

者である科学技術社会論の専門家、そして被災地域の実情に詳しい環境放射線学の専門家からの話題提供

を得て、福島復興に資するアイデア等について論じるとともに、参加者との質疑応答も行って、具体的な

対処の糸口を見いだしたい。 
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